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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成26年６月 平成27年６月 平成28年６月 平成29年６月 平成30年６月

売上高 千円 1,403,554 1,494,655 1,131,216 1,486,472 1,725,419

経常利益又は経常損失

(△)
千円 △77,081 5,304 △285,042 44,247 39,064

当期純利益又は当期純損

失(△)
千円 19,877 94,630 △255,063 131,867 26,471

持分法を適用した場合の

投資利益
千円 － － － － －

資本金 千円 262,300 262,300 262,300 262,300 262,300

発行済株式総数 株 172,000 172,000 172,000 172,000 172,000

純資産額 千円 2,183,102 2,279,821 2,021,111 2,157,304 2,182,384

総資産額 千円 2,558,520 2,654,881 2,281,031 2,434,592 2,463,428

１株当たり純資産額 円 12,692.45 13,254.77 11,750.64 12,542.46 12,688.27

１株当たり配当額 円 － － － － －

（内１株当たり中間配当

額）
(円) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

(△)

円 115.56 550.17 △1,482.92 766.66 153.90

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
円 － － － － －

自己資本比率 ％ 85.3 85.9 88.6 88.6 88.6

自己資本利益率 ％ 0.91 4.24 △11.86 6.31 1.22

株価収益率 倍 － － － － －

配当性向 ％ － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
千円 241,039 249,021 △169,370 322,107 145,421

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
千円 △16,834 △65,214 △109,944 △48,674 △63,951

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
千円 △39,219 △39,219 △39,219 △39,219 △2,450

現金及び現金同等物の期

末残高
千円 1,084,676 1,229,265 910,732 1,144,947 1,223,968

従業員数 人 43 45 45 43 47

（外、平均臨時雇用者

数）
(人) (12) (14) (18) (13) (18)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．当社の株式は、金融商品取引所に上場されていない等のために株価は不明であり、従って株価収益率も不明

であるため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和36年９月 沖縄県石垣市字名蔵243番地に石垣島製糖株式会社の名称で設立し、資本金1,525万円（５万ドル）に

て発足する。糖業振興法に基づき小型24工場を買収し、黒糖を生産販売した。

昭和37年２月 １日原料処理能力500屯の分蜜工場とするために、13,725万円（45万ドル）の増資を行った。

昭和42年６月 琉球政府の糖業合理化政策により八重山製糖株式会社を吸収合併した。

昭和47年６月 逐次設備を増強し公称能力を850屯と査定された。

昭和49年８月 原料減産により大浜工場（500屯）は沖縄県糖業振興協会の甘蔗糖企業の合理化計画に基づき売却処

分した。

昭和57年９月 原料増産に伴い設備増強し公称能力は899屯となった。

平成５年12月 さとうきび品質取引に備えてコアサンプラー及び作業室を新設した。

平成15年10月 農林水産省の甘しゃ糖製造合理化対策事業計画に基づき、ボイラー・発電タービン設備・圧搾機増

設・自動分離機を設備更新し、公称能力1,000屯とする。

平成17年10月 農林水産省の甘しゃ糖製造合理化対策事業計画に基づき、清浄設備・濃縮設備を更新した。

平成21年３月 分みつ糖製造合理化対策事業の承認を受けて環境対策に資することを目的に、排水処理施設を建設し

地域環境の保全に努める。

 

３【事業の内容】

　当社は、分蜜糖、糖蜜の製造、販売を主たる事業としており、当社の事業内容及び関係会社の当該事業に係る位置

付けは次のとおりであります。

　地域内農家の栽培した原料甘蔗を購入し、当社にて、製造後主製品の分蜜糖は、主に三菱商事株式会社を経由して

大日本明治製糖株式会社に販売し、その他の販売量に見合った交付金を独立行政法人農畜産業振興機構から受けてい

ます。また副産物の糖蜜は主に大日本明治製糖株式会社に販売しております。

　なお、当社は単一セグメントであるため、セグメント情報ごとの記載をしておりません。

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　（注）※１，２親会社
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４【関係会社の状況】

親会社　　　　　　　　　　　　                      　　　　　　　　　　　　　　　平成30年６月30日現在

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の被所有割
合

（％）
関係内容

大日本明治製糖株式会社
東京都

中央区
2,000 砂糖販売 70.9

当社製造の粗糖を

新東日本製糖及び

関門製糖で精製後

関東一円及び関西

一円で販売してい

る。

役員の兼任２人

三菱商事株式会社

（注）1.2

東京都

千代田区
204,447 総合商社

87.2

(70.9)
当社の砂糖売買

　（注）1.　議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

2.　有価証券報告書を提出しています。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成30年６月30日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

47(18) 42才　 5ヵ月 11年   2ヵ月 5,150,001

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は季節操業のため、生産が12月より翌年４月までに集中しており、その期間は臨時工員を28人程度雇用

しております。

４．当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報ごとの記載をしておりません。

(2）労働組合の状況

　当社の労働組合は全沖縄製糖労働組合に属し、平成30年６月30日現在における組合員数は、40人であります。な

お、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 （1）経営方針

　・顧客満足度の高い商品とサービスを提供し、顧客に信頼される企業を目指す

　・品質向上に努め、安全・安心を優先した生産活動を推進する

　・株主、取引先、社会、社員に対する責任を果たし、共に発展する企業を目指す

　・社員の人間性、意欲、能力を尊重し、働きがいのある職場と活力のある企業環境づくりに努める

　・公平な事業活動を行い、企業市民としての責任を全うし、社会の発展のために貢献する

　・地球環境の保護、省資源に配慮した企業活動を行う

 

 （2）経営環境及び対処すべき課題

当期機械収穫の割合は8割を超え今後もさらに増加していくことが予測され、これに伴い収穫期の天候が工場稼働

率に大きな影響を及ぼすことが考えられます。

当期操業でも雨天原料切れによる運転停止時間は586時間超（日数換算24.4日）に及んでおり、操業期間が長期化

する要因となっています。操業日数短縮のため工場処理能力の向上が必要です。

当社は昭和37年に1日当たり公称能力500tとして操業を開始し、旧八重山製糖の合併後に行われた部分的な設備増

強等によって平成16年から現在の1,000tへと能力を上げてきましたが、今後さらなる能力を上げるためには抜本的な

設備更新が必要な状況にあります。

また、今年度臨時国会で働き方改革関連法案が可決成立されたことで時間外労働への規制が強まっており、創立以

来行われてきた工場の二直二交替制による連続運転は見直しを迫られています。

これら問題に対処しつつ石垣島のさとうきび産業を支え続けるための方策として掲げた新工場建設案は重要性を増

しており、関係機関と連携しつつその実現に向け検討を推し進めていきます。

 

当社においては、企業の成長に不可欠な人材を育て地域社会への貢献を目指すことから社員の教育に重点を置くた

め、「教育・研修制度」を導入しました。

今後は研修内容を充実させ企業と社員がともに成長し基幹産業を担う企業として継続的な企業価値向上を推進して

いきます。

 

 

２【事業等のリスク】

　当社の主要原料であるさとうきび（農作物）は夏植型が主流（57％）であるが収穫面積拡大のため春植・株出体型

に転換しております。しかし春植・株出など蔗齢の若いさとうきびの生育旺盛期(5月～9月)に多発する台風や旱魃等

の自然災害を蒙り易く、さとうきび生産量及び品質面に大きな差異を生じる可能性があります。

　又、雨天日の多い収穫時期(12月～4月)には、機械刈収穫が81％を占めるため、雨天時の集荷が捗らず、たびたび

工場停止を余儀なくされ、操業期間が遅延し、工場効率に影響を及ぼしています。そして工場周辺では近年市街化が

進み、学校や公民館などの施設が並立しているため、当工場から発生する騒音・水質、粉塵等の環境負荷による生活

環境への影響が懸念され、その対策が急務であります。

　一方、価格に関しては、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」に基づき、原料価格(さとうきび価格)は売上

収入を砂糖製造事業者とさとうきび生産者との合意に基づき按分するが、砂糖の国内外の需要供給バランスによって

大きく変動する可能性があります。

また、砂糖製造事業は最大限の合理化を前提に集荷製造経費を賄いきれない場合は国内産糖交付金を受けることが

できるものの、ＷＴＯ、ＦＴＡ、ＥＰＡ、ＴＰＰの国際貿易交渉の如何によっては砂糖制度そのものが変わる恐れが

ある。換言すれば、国の農業政策に大きく左右され易く、経営成績に大きく影響する可能性があります。

　食品衛生問題につきましては、食への安全と安心に対する関心度が一段と高くなり、当社においても操業中は万全

の管理を持って砂糖の生産を行っていますが、予期せぬトラブルの発生により消費者動向に影響を与え、ひいては当

社の経営成績に影響する可能性があります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成30年9月26日)現在において判断したもので

あります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当期収穫面積は、前期に比べ夏植収穫面積が207ha、株出収穫面積が112haと大幅に伸び、全体の面積は333ha増

加し1,434haとなりました。

加えて単収が大きく増加したことから、買入甘しゃ量は15年ぶりに10万tを超える102,041ｔとなりました。

生育概況は、ワタアブラムシの大量発生や6月～8月までの少雨傾向、2個の台風接近等がありましたが、被害は

軽微なものに留まり順調に回復しました。

しかし、甘しゃの品質面については、登熟期の長雨・日照不足の影響から登熟が遅れたものの2月中旬以降の良

好な天候に伴い、糖度も上昇傾向がみられましたが、最終的には甘しゃ取引糖度は13.88度（前期14.43度）と前期

を下回りました。

原料集荷については、生産農家の高齢化と収穫時の労働力不足で機械刈希望者が年々増加しており、機械稼働状

況が81.1％と集荷計画に大きく影響しています。当期は台風被害による乱倒伏は少ない状況でしたが、人力による

刈取は18.9％と減少しており、今後はますます機械刈取希望者が多くなると思われるため、刈取機械の効率的な稼

働に努め、関係機関と連携をとり地域の収穫形態の変化に対応できるような体制づくりに努めていきます。

 

　　　　機械刈取原料81.1％　　無脱葉刈取原料16.4％　　手刈刈取原料2.5％

        （前期78.3％）　　　　 （前期18.5％）　　　   （前期3.2％）

当期収穫面積の増加に伴い買入甘しゃ量の大幅な増加が見込まれたことから、休糖期の整備計画は12月初旬から

の操業開始を念頭に推し進めてきました。

現工場の公称能力は1日あたり1,000ｔですが、近年の操業運転状況によると雨天等の圧搾停止が製糖期間の1/4

程度あり、一日あたり計画買入原料処理750ｔをベースに処理計画を立案し、操業を開始しました。

12月から1月期は悪天候により原料確保に難渋する状態が続き、操業開始から2カ月経過した2月上旬まで原料処

理量は3万3千ｔ、進捗は計画比の80％の日量平均600ｔ/日と計画を大幅に下回る結果になりました。

しかし、その後の天候回復と順調な原料確保により、2月中旬以降は徐々に計画の遅れを取り戻すことができま

した。

甘しゃ取引糖度の低下に伴い粗糖歩留は10.81％と低調な結果となりましたが、買入甘しゃ量が増加したことに

より、粗糖生産量は11,028ｔとなり、平成21/22年期以来8期ぶりに1万ｔを超えることができました。

設備投資については、新工場建設計画による設備更新を考慮し、既存設備の延命を優先して、過去に不具合が多

く発生した機器や工程を中心に十分な整備と修繕を実施したことにより、機器故障等による操業への影響を最小限

に留めることができました。

 

安全衛生活動としてラジオ体操、指差唱和、KY活動、安全パトロールの継続に加えて新たにリスクアセスメント

に取組み、ゼロ災職場を目指して安心・安全な職場環境つくりを推進してきました。

 

　(財政状態)

　当事業年度の資産合計は2,463百万円となり前事業年度と比較して29百万円増加しております。

　負債合計は281百万円となり前事業年度と比較して4百万円増加しております。

　　　純資産合計は2,182百万円となり、前事業年度と比較して25百万円増加しております。

 

　（経営成績）

粗糖及び糖蜜は大日本明治製糖株式会社並びに三菱商事株式会社の協力により、粗糖は全量販売することができ

ました。費用面については、さとうきび増産に伴う原料買収費および原料運搬費、並びに製糖期が長期化したこと

による労務費が増加しました。損益面については、さとうきび増産に伴い粗糖の販売数量は前期を上回り売上高は

増加しましたが、粗糖の単価は前期比13千円/tの引き下げになり、収益は伸び悩みました。結果、売上高1,725百

万円（前期1,486百万円）、売上原価1,447百万円（前期1,227百万円）、経常利益39百万円（前期44百万円）とな

りました。特別利益として、さとうきび自然災害被害対策事業助成金を受けたものの、当期純利益26百万円（前期

132百万円）となりました。

これも偏に株主の皆様をはじめ多くの関係者方々のご支援・ご協力の賜物であり、深く感謝申し上げます。
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②キャッシュ・フロー

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下[資金]という。）の残高は1,224百万円（対前期末比6.9％

増）となり、前事業年度末より79百万円増加いたしました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　 営業活動によるキャッシュ・フロー

　当事業年度は、主に税引前当期純利益38百万円と減価償却費128百万円等により145百万円のプラス(前期は322

百万円のプラス)となりました。

　 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当事業年度は、主に貸付金の回収による収入15百万円、貸付による支出15百万円、固定資産の取得による支出

64百万円により64百万円のマイナスとなりました。

　 財務活動によるキャッシュ・フロー

　当事業年度は、リース債務の返済による支出2百万円により2百万円のマイナスとなりました。
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③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当事業年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
第57期

（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

前年同期比（％）

分蜜粗糖（千円） 1,724,613 116.1

糖蜜（千円） 314 128.2

合計（千円） 1,724,927 116.1

　（注）１．金額は、分蜜粗糖は販売価格、糖蜜は正味実現価格によっております。

２．上記の金額は、消費税は含まれておりません。

３．当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報ごとの記載をしておりません。

ｂ．受注状況

　当社は、受注による生産は行っていないため、該当事項はありません。

ｃ．販売実績

　当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　なお、当社は単一セグメントであるため、セグメント情報ごとの記載をしておりません。

品目別
第57期

（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

前年同期比（％）

分蜜粗糖（千円） 1,722,265 116.2

糖蜜（千円） 3,154 85.6

合計（千円） 1,725,419 116.1

　（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。

相手先
第56期 第57期

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

三菱商事（株） 887,532 59.7 1,017,525 59.0

独立行政法人農畜産業振興機構 595,255 40.0 704,740 40.8

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析検討内容

　①重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　また、会計上の見積については、過去の実績、現在の状況、将来の見込等を総合的に勘案し算出された合理的な

金額によっております。なお、将来の見込等については、有価証券報告書提出日現在において判断したものであり

ます。

　②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　(経営成績)

　当社の原材料であるさとうきびの今期の生育は、気象条件に恵まれ豊作の年となりました。

前期に比べ、買入甘しゃ量が25,028ｔ増加したことにより粗糖売上高が239百万円増加しましたが、粗糖歩留や交

付金・売戻価格の下落により営業利益は減少しました。

　その結果当事業年度における売上高は1,725百万円(対前期比16.1%増)、売上原価は1,447百万円(対前期比17.9%

増)、営業利益は19百万円(前期は24百万円)、当期純利益は26百万円(前期は132百万円)となりました。

　(経営成績に重要な影響を与える要因)

　さとうきび産業を取り巻く環境は内外格差是正のため、WTO や FTA等の国際貿易交渉次第では国の農業政策に大き

く依存しているため、さとうきび（原料価格）や交付金（販売価格の一部）に影響を受ける可能性があります。

 

　(財政状態)

　当事業年度の資産合計は2,463百万円となり前事業年度と比較して29百万円増加しております。これは主に現金

及び預金の増加によるものであります。

　負債合計は281百万円となり前事業年度と比較して4百万円増加しております。これは主に繰延税金負債の増加及

び未払法人税等の減少によるものであります。

　純資産合計は2,182百万円となり、前事業年度と比較して25百万円増加しております。これは主に繰越利益剰余

金の増加によるものであります。

　(資本の財源及び資金の流動性)

 

　３「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」(1)経営成績の状況の概要②

キャッシュ・フローの状況をご参照下さい。

 

　当社の運転資金需要のうち主なものは、製糖事業における原料買収費、修繕費及び人件費であります。また、投

資を目的とした資金需要は設備投資等によるものであります。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

　短期運転資金、設備投資や長期運転資金の調達につきましては、自己資金を基本としております。

　なお、当事業年度末における有利子負債(リース債務)は1,127千円となっております。また、当事業年度末にお

ける現金及び現金同等物の残高は1,523,968千円となっております。

 

(経営上の目標の達成状況)

 

　当社は沖縄県さとうきび増産プロジェクトが目指す原料生産量90,200ｔ及び当社独自の目標である粗糖歩留12％

を目標指標としております。当事業年度においては、原料生産量11,020ｔ・歩留10.81％であり、原料生産量は目

標を上回りましたが、粗糖歩留は目標を下回る結果となりました。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社では、当期中に実施した設備投資の総額は、63,951千円であり、その主な設備に4号効用缶カランドリア改修

工事、五重圧搾機(ミルロールシェル6本)等があります。

２【主要な設備の状況】

　当社は、本社工場（農務部・生産管理部・総務部）であり、砂糖の製造を主たる事業として運営しております。

　以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

平成30年６月30日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物
（千円）

機械及び装
置、車両運
搬具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（沖縄県石垣市）

総括業務

生産設備
348,997 362,312

15,212

(66,667.09)
20,363 746,883 47

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品18,095千円、リース資産2,268千円であり、建設仮勘定は含ん

でおりません。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．上記以外に建物及び構築物6,055千円、機械及び装置・車両運搬具1,306千円、所有農地等79,726千円

（1,790,983.37㎡）があります。

３．現在休止中の設備はありません。

４．当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報ごとの記載をしておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在における、重要な設備計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

 　該当事項はありません。

 

  （2）重要な設備の更新

事業所名

（所在地）
　設備の内容

投資予定額
資金

調達方法

着手及び完了予定年月 完成後の

増加能力

（t）
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

本社

(沖縄県石垣市)

炉内チューブ改造

及びバルブ類取替え

 

17,600 － 自己資金 H30年8月 H30年11月 －

 

  （3）重要な設備の除却

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 172,000

計 172,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年９月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 172,000 172,000 なし

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 172,000 172,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

昭和42年６月１日

(注)
72,000 172,000 109,800 262,300 － －

　（注）　吸収合併(八重山製糖株式会社)

合併比率　　1：0.72

発行価格　　1,525円

資本組入額　1,525円

（５）【所有者別状況】

平成30年６月30日現在
 

区分

株式の状況（単元株制度を採用していない）

単元未満株
式の状況政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 － 9 － － 271 282 －

所有株式数

（株）
－ 6,500 － 159,727 － － 5,773 172,000 －

所有株式数の

割合（％）
－ 3.78 － 92.86 － － 3.36 100 －
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大日本明治製糖株式会社 東京都中央区日本橋1-5-3 122.0 70.90

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-3-1 28.0 16.30

琉球海運株式会社 沖縄県那覇市西1-24-2 7.8 4.50

沖縄県農業協同組合 沖縄県那覇市楚辺2-33-18 5.0 2.90

大同火災海上保険株式会社 沖縄県那覇市久茂地1-12-1 1.5 0.90

稲福　清孝 沖縄県浦添市 1.0 0.60

株式会社オゥ・ティ・ケイ 沖縄県那覇市久茂地3-21-1 0.5 0.30

石垣港運株式会社 沖縄県石垣市浜崎町3-4 0.5 0.30

南日本汽船株式会社 沖縄県浦添市西洲2-4-3 0.4 0.20

第一農薬株式会社 沖縄県那覇市海邦町3-11 0.4 0.20

計 － 167.1 97.10

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　172,000 172,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 172,000 － －

総株主の議決権 － 172,000 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、利益配当につきましては、企業体質の一層の強化と将来に備え内部保留が重要であり、また長期的に見

て株主利益確保に通ずると考えます。従って、基本方針として配当は業績に応じて決定することを原則としませ

ん。

　当社は、期末配当金として年１回剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その決定機関は株主総会であ

ります。

　当事業年度の配当につきましては、財務体質の一層の強化を図るため、誠に遺憾ながら無配とさせて頂きます。

　内部留保資金の使途につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応できるよう、これまで以上のコスト

削減を図り、合理化のための設備投資に投入してまいります。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）
 松林　豊 昭和26年７月25日生

 
昭和51年４月 大日本製糖株式会社入社

平成25年６月 新東日本製糖株式会社代表取締役

常務就任

　　27年７月 当社非常勤顧問

　　27年９月 当社取締役社長就任(現任)
 

(注)１ 200

取締役 農務部長 多宇　弘充 昭和28年８月４日生

 
昭和56年２月 石垣市役所入所

平成24年４月 石垣市役所農林水産部参事兼農政

課長

　　26年６月 当社農務部長(現任)

　　27年９月 取締役就任(現任）
 

(注)1 155

取締役 総務部長 赤嶺　ミドリ 昭和32年８月３日生

 
昭和51年３月 石垣島製糖株式会社入社

　　27年６月 当社総務部長(現任)

　　30年９月 取締役就任(現任）
 

(注)1 35

取締役  佐藤　裕 昭和36年10月17日生

 
昭和60年４月 三菱商事株式会社入社(砂糖部)

平成９年２月 英国三菱商事会社(ロンドン)

　　30年６月 大日本明治製糖株式会社代表取締

役社長就任(現任)

　　30年９月 当社取締役就任(現任)
 

(注)１

 
－

取締役  中祖　一夫 昭和40年10月２日生

 
昭和63年４月 三菱商事株式会社入社(油脂部)

平成28年６月 大日本明治製糖株式会社取締役執

行役員経営企画部長(現任)

28年９月 当社取締役就任（現任）
 

(注)１

 
－

取締役  山城　隆則 昭和34年２月13日生

  
昭和55年11月 糸満市農業協同組合入組

平成29年11月 沖縄県農業協同組合　八重山地区

本部　本部長(現任）

　　30年９月 当社取締役就任(現任)
 

(注)１

(注)３
－

監査役  前原　博一 昭和46年6月22日生

 
平成11年８月 宮国公認会計士事務所入社

平成17年９月 株式会社木田商会入社

23年４月 前原博一税理士事務所開業

24年９月 当社監査役就任(現任）
 

(注)２

(注)４
－

監査役  巨島　誠 昭和34年5月4日生

 
昭和58年４月 三菱商事株式会社入社　　　　

(飼料畜産部)

平成21年４月 亜国三菱商事会社社長

　　26年９月 株式会社ローソン理事執行役員　

海外事業副本部長

　　 27年７月 三菱商事株式会社監査部監査室

　　 29年６月 大日本明治製糖株式会社監査役

（現職）

　　 29年９月 当社監査役就任（現任）
 

(注)２

 
－

    計  390

(注)１．平成３０年９月２０日開催の定時株主総会の終結のときから１年間

(注)２．平成２８年９月１４日開催の定時株主総会の終結のときから４年間

(注)３．取締役山城隆則は、社外取締役であります。

(注)４．監査役前原博一は、社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①当社は、積極的な企業開示とともに、透明かつ公正なコーポレート・ガバナンス体制の構築を実現することが経営

上の重要課題と考えております。

　取締役会は、経済環境の変化に迅速に対応し、すばやく経営判断ができるように連絡を密にして基本方針、法令

で定められた事項やその他重要事項はすべて付議され議論されます。

　監査役は2名で構成され、取締役会に参加して、取締役の職務について、十分にかつ厳正な監視を行っておりま

す。

　公認会計士につきましては、くもじ監査法人と監査契約を結んでおり、金融商品取引法監査について公正不偏の

立場で監査を実施しております。顧問弁護士は置いていませんが必要に応じて弁護士からのアドバイスを受け、経

営が法律面においても適切に執行されるようにしております。

　コーポレート・ガバナンスが有効に機能するためには、透明性、公正性が重要であると考え、当社といたしまし

ては、事業報告、有価証券報告書等の内容充実を図り、株主、投資家の皆様への情報開示を継続的に努める所存で

あります。

②当社の経営組織、コーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりです。

③内部統制について

　当社の内部統制については、会社における不祥事やリスク発生を未然に防止するため、危機管理委員会、部課長

会議を開き、業務全般に関し法律、法令の遵守状況等の報告をさせ、その改善に向けての助言、指導を行うと共

に、経営トップマネージメントに報告する体制を採っています。

④リスク管理体制について

　リスク管理体制につきまして当社では、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底することを目

標としております。社長が中心となり、日常的に法令等の遵守やコンプライアンス経営の意識の徹底、強化の構築

を行っています。

⑤役員報酬の内容

　当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は、会社法第361条第1項第1号及び第387条第1項に該当するもの

で、取締役にあっては平成15年9月開催の定時株主総会決議により年額4,800万円（ただし使用人兼務取締役の使用

人見合分給与は含まない）、監査役にあっては平成10年9月開催の定時株主総会決議により月額40万円と、それぞ

れなっており、当事業年度の支給総額は下記のとおりであります。

取締役　6名　(うち社外取締役1名)34,308千円 (社内取締役　33,432千円　　社外取締役　876千円)

監査役　2名　(うち社外監査役1名)1,533千円 (社内監査役　657千円　　社外監査役　876千円)

合計　 8名　35,841千円

 

⑥会社と会社の社外取締役及び社外監査役との利害関係の概要

　当社は社外取締役及び社外監査役との間に、特別な利害関係はありません。
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⑦会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名　　糸村和哲

所属する監査法人名　　　　　　　　くもじ監査法人

監査業務に係る補助者の構成　　　　公認会計士２名

⑧取締役の定数

　当社は、取締役を15名以内とする旨、定款に定めております。

⑨取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任の決議について、議決権を行使することができる株主の3分の1以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数を行う旨、定款に定めております。

　また、その選任決議については、累積投票によらないものとする旨、定款に定めております。

⑩監査役監査及び内部監査の状況

　当社は、監査役制度を採用し、監査役２名で必要に応じて取締役会やその他重要な会議に出席するほか、取締役

等から営業報告を聴取し、主要な決裁書類等を閲覧し会社の業務及び財産の状況を調査しております。

　又、会計監査については、監査契約を締結しているくもじ監査法人から必要な都度監査に関する報告を求め、相

互に密接な協力のもと実施しております。

　内部監査については、必要に応じ社長が特定の役職員を指名し内部監査を実施する体制を採っております。

⑪株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨、定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

監査証明業務に基づく報酬
（円）

非監査業務に基づく報酬
（円）

3,800,000 － 3,800,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

(前事業年度)

　該当事項はありません。

 

(当事業年度)

 該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度)

　該当事項はありません。

 

(当事業年度)

 該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。）に基づ

いて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第57期事業年度（平成29年７月１日から平成30年６

月30日まで）の財務諸表について、くもじ監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、外部機関が開催する会

計基準等のセミナーに参加することにしております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当事業年度

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,444,947 1,523,968

売掛金 ※２ 1,890 ※２ 1,231

副産物 40 109

貯蔵品 21,310 26,798

繰延税金資産 12,677 30,129

未収入金 ※２ 2,777 ※２ 1,562

未収消費税等 6,849 11,781

その他 224 1,829

貸倒引当金 △273 △675

流動資産合計 1,490,441 1,596,732

固定資産   

有形固定資産   

建物 514,850 514,850

減価償却累計額 △323,343 △334,070

建物（純額） ※１ 191,507 ※１ 180,780

構築物 621,771 622,679

減価償却累計額 △428,224 △448,407

構築物（純額） ※１ 193,547 ※１ 174,271

機械及び装置 3,280,644 3,297,942

減価償却累計額 △2,875,998 △2,935,938

機械及び装置（純額） ※１ 404,646 ※１ 362,004

車両運搬具 10,112 11,873

減価償却累計額 △9,985 △10,258

車両運搬具（純額） 127 1,614

工具、器具及び備品 113,132 121,370

減価償却累計額 △97,765 △103,274

工具、器具及び備品（純額） 15,367 18,095

土地 ※１ 94,937 ※１ 94,937

リース資産 17,430 17,430

減価償却累計額 △12,673 △15,163

リース資産（純額） 4,758 2,268

有形固定資産合計 904,889 833,970

無形固定資産   

電話加入権 584 584

ソフトウエア 16,675 12,125

無形固定資産合計 17,259 12,709
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当事業年度

(平成30年６月30日)

投資その他の資産   

投資有価証券 21,731 19,745

その他 272 272

投資その他の資産合計 22,003 20,017

固定資産合計 944,151 866,696

資産合計 2,434,592 2,463,428

負債の部   

流動負債   

買掛金 44 160

リース債務 2,450 1,127

未払金 33,672 28,699

未払費用 5,150 5,811

未払法人税等 31,701 1,862

預り金 4,498 7,373

賞与引当金 28,947 38,756

流動負債合計 106,461 83,787

固定負債   

リース債務 1,127 －

繰延税金負債 15,286 32,144

退職給付引当金 137,301 141,108

役員退職慰労引当金 15,228 22,111

資産除去債務 1,885 1,894

固定負債合計 170,826 197,257

負債合計 277,288 281,045

純資産の部   

株主資本   

資本金 262,300 262,300

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 1,500,000 1,500,000

圧縮記帳積立金 132,327 112,285

繰越利益剰余金 256,566 303,079

利益剰余金合計 1,888,893 1,915,364

株主資本合計 2,151,193 2,177,664

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,112 4,720

評価・換算差額等合計 6,112 4,720

純資産合計 2,157,304 2,182,384

負債純資産合計 2,434,592 2,463,428
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成28年７月１日
　至　平成29年６月30日)

当事業年度
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 ※１ 1,486,472 ※１ 1,725,419

売上原価   

副産物期首棚卸高 81 40

製品・副産物製造原価 1,229,432 1,449,675

合計 1,229,513 1,449,715

他勘定振替高 ※２ 2,301 ※２ 2,352

副産物期末棚卸高 40 109

売上原価合計 1,227,172 1,447,254

売上総利益 259,300 278,164

販売費及び一般管理費   

販売費 ※３ 89,073 ※３ 111,339

一般管理費 ※３ 146,112 ※３ 147,743

販売費及び一般管理費合計 235,185 259,082

営業利益 24,115 19,082

営業外収益   

受取利息 917 579

受取配当金 425 425

受取賃貸料 9,179 9,586

貸倒引当金戻入額 3,262 －

雑収入 6,672 9,824

営業外収益合計 20,455 20,414

営業外費用   

支払利息 291 10

貸倒引当金繰入額 － 401

雑損失 32 21

営業外費用合計 323 432

経常利益 44,247 39,064

特別利益   

気象災害等影響緩和対策補填金 114,869 －

さとうきび自然災害被害対策事業助成金 4,310 5,712

固定資産売却益 ※４ 3,500 －

その他 0 －

特別利益合計 122,679 5,712

特別損失   

固定資産除却損 ※５ 8,834 ※５ 6,381

特別損失合計 8,834 6,381

税引前当期純利益 158,093 38,395

法人税、住民税及び事業税 26,226 11,924

法人税等調整額 － －

法人税等合計 26,226 11,924

当期純利益 131,867 26,471
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  731,576 59.5 883,131 60.9

Ⅱ　労務費  218,608 17.8 255,930 17.7

Ⅲ　経費  279,248 22.7 310,614 21.4

当期製造費用  1,229,432 100.0 1,449,675 100.0

当期製品・副産物製造
原価

 1,229,432  1,449,675  

　（注）１．当社の原価計算の方法は、単純総合原価計算による実際原価であります。

２．経費の内、主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

減価償却費 （千円） 125,847 126,016

集中脱葉施設利用料 （千円） 72,573 　99,662

修繕費 （千円） 31,844 30,646

 

EDINET提出書類

石垣島製糖株式会社(E00368)

有価証券報告書

22/48



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年７月１日　至　平成29年６月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 圧縮記帳積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 262,300 1,500,000 156,422 100,604 1,757,026 2,019,326

当期変動額       

圧縮記帳積立金の積立       

圧縮記帳積立金の取崩   △24,095 24,095   

当期純利益    131,867 131,867 131,867

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

      

当期変動額合計 － － △24,095 155,962 131,867 131,867

当期末残高 262,300 1,500,000 132,327 256,566 1,888,893 2,151,193

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 1,785 1,785 2,021,111

当期変動額    

圧縮記帳積立金の積立   －

圧縮記帳積立金の取崩   －

当期純利益   131,867

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

4,327 4,327 4,327

当期変動額合計 4,327 4,327 136,194

当期末残高 6,112 6,112 2,157,304
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当事業年度（自　平成29年７月１日　至　平成30年６月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 別途積立金 圧縮記帳積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 262,300 1,500,000 132,327 256,566 1,888,893 2,151,193

当期変動額       

圧縮記帳積立金の積立   2,686 △2,686   

圧縮記帳積立金の取崩   △22,728 22,728   

当期純利益    26,471 26,471 26,471

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

      

当期変動額合計 － － △20,042 46,513 26,471 26,471

当期末残高 262,300 1,500,000 112,285 303,079 1,915,364 2,177,664

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 6,112 6,112 2,157,304

当期変動額    

圧縮記帳積立金の積立   －

圧縮記帳積立金の取崩   －

当期純利益   26,471

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△1,392 △1,392 △1,392

当期変動額合計 △1,392 △1,392 25,079

当期末残高 4,720 4,720 2,182,384
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成28年７月１日
　至　平成29年６月30日)

当事業年度
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 158,093 38,395

減価償却費 128,654 128,489

ソフトウエア償却費 3,608 4,550

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,262 401

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,131 9,809

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,889 6,882

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,887 3,808

さとうきび自然災害被害対策事業助成金 △4,310 △5,712

気象災害等影響緩和対策補填金 △114,869 －

受取利息及び受取配当金 △1,342 △1,005

支払利息 291 10

有形固定資産売却損益（△は益） △3,500 －

有形固定資産除却損 8,834 6,381

売上債権の増減額（△は増加） △481 659

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,535 △5,557

仕入債務の増減額（△は減少） 44 116

未収入金の増減額（△は増加） △604 1,216

未収消費税等の増減額（△は増加） 16,120 △4,932

前払費用の増減額（△は増加） 13 △17

未払金の増減額（△は減少） △6,192 △4,974

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
5,652 △4,054

その他の流動資産の増減額（△は増加） － △1,612

その他の流動負債の増減額（△は減少） 379 3,536

その他の固定資産の増減額（△は増加） △20 －

小計 201,480 176,389

さとうきび自然災害被害対策事業助成金の受取額 4,310 5,712

気象災害等影響緩和対策補填金の受取額 114,869 －

利息及び配当金の受取額 2,172 1,029

利息の支払額 △282 －

法人税等の支払額 △442 △37,708

営業活動によるキャッシュ・フロー 322,107 145,421

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 2 －

有形固定資産の取得による支出 △54,738 △63,951

有形固定資産の売却による収入 3,521 －

貸付けによる支出 △21,300 △14,550

貸付金の回収による収入 23,954 14,550

無形固定資産の取得による支出 △113 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,674 △63,951

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △36,769 －

リース債務の返済による支出 △2,450 △2,450

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,219 △2,450

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 234,215 79,021

現金及び現金同等物の期首残高 910,732 1,144,947

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,144,947 ※ 1,223,968
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの

総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

副産物、貯蔵品

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産・・・旧定額法

　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産・・・定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　7～50年

機械装置　　　　4～17年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウェア（自社利用）は、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しておりま

す。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売掛金、貸付金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の額に基づき計上しておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職金に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能なものからなっております。

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいて

はTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する

包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

平成34年６月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
当事業年度

（平成30年６月30日）

工場財団   

　建物 189,594千円 179,128千円

　構築物 192,629 173,678

　機械及び装置 401,064 359,317

　土地 14,480 14,480

工場財団　計 797,767 726,603

その他   

　建物 585 460

　土地 58,958 58,958

　その他　計 59,543 59,418

 

②担保に係る債務

　上記①の資産に銀行取引に係る根抵当権が設定されておりますが、前事業年度末及び当事業年度末現在

対応する債務はありません。

 

 

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
当事業年度

（平成30年６月30日）

流動資産   

　売掛金 1,890千円 1,231千円

　未収入金 100千円 58千円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

関係会社への売上高 891,104千円  1,020,559千円

 

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

販売費への振替高 2,301千円  2,352千円

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年７月１日
　　至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日

　　至　平成30年６月30日）

販売費の主なもの 千円 千円

海上輸送費 68,333 87,094

陸上輸送費 10,361 12,113

販売諸掛 8,092 9,784

一般管理費の主なもの   

役員報酬 35,622 35,841

給料手当賞与 31,805 31,886

賞与引当金繰入額 5,258 5,735

役員退職慰労引当金繰入額 6,889 6,882

退職給付費用 2,307 2,198

法定福利費 10,016 10,306

減価償却費 2,807 2,472

支払手数料 13,576 13,431

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

　土地 3,500千円  －千円

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

　建物 －千円  －千円

　構築物 0  －

　機械及び装置 8,826  6,381

　工具器具 8  0

計 8,834  6,381
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成28年７月1日　至　平成29年６月30日)

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 172,000 － － 172,000

合計 172,000 － － 172,000

 

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

3.配当に関する事項

 （1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成29年７月1日　至　平成30年６月30日)

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 172,000 － － 172,000

合計 172,000 － － 172,000

 

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

3.配当に関する事項

 （1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 1,444,947千円 1,523,968千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △300,000 △300,000 

現金及び現金同等物 1,144,947 1,223,968 
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　ホイールローダー

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は資金運用について短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。
 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、把握された時価と決算内容とともに取締役会に報告されております。

　営業債務であります未払金は１年以内の支払期日であります。

　また、未払金は流動性リスクに晒されておりますが、当社では資金繰計画を作成するなどの方法により

管理しております。
 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。
 

前事業年度（平成29年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,444,947 1,444,947 －

(2）投資有価証券 17,934 17,934 －

資産計 1,462,881 1,462,881 －

(1）未払金 33,672 33,672 －

(2)未払法人税等 31,701 31,701 －

負債計 65,373 65,373 －
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当事業年度（平成30年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,523,968 1,523,968 －

(2）投資有価証券 15,948 15,948 －

資産計 1,539,917 1,539,917 －

(1）未払金 28,699 28,699 －

負債計 28,699 28,699 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金

　現金及び預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2）投資有価証券

　有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1）未払金

　未払金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成29年６月30日）
当事業年度

（平成30年６月30日）

非上場株式 3,796 3,796

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(2)投資有価証券」には含めておりませ

ん。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成29年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,444,947 － － －

 

当事業年度（平成30年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,523,968 － － －

 

４．長期借入金、リース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成29年６月30日）

           該当事項はありません。

 

当事業年度（平成30年６月30日）

           該当事項はありません。
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（有価証券関係）

 

１．その他有価証券

前事業年度（平成29年６月30日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 17,934 9,214 8,720

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 17,934 9,214 8,720

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 17,934 9,214 8,720
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当事業年度（平成30年６月30日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 15,948 9,214 6,735

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －－

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 15,948 9,214 6,735

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 15,948 9,214 6,734
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２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成28年7月1日　至　平成29年6月30日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 0 0 －

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 0 0 －

 

当事業年度（自　平成29年7月1日　至　平成30年6月30日）

　　　　 該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

　減損処理を行った有価証券はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（平成29年６月30日）

　　　　　　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

当事業年度（平成30年６月30日）

　　　　　　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

　なお、退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 

前事業年度

(自　平成28年７月１日

至　平成29年６月30日)

 

当事業年度

(自　平成29年７月１日

至　平成30年６月30日)

 

退職給付引当金の期首残高 130,413千円 137,301千円

退職給付費用 20,639 16,080 

退職給付の支払額等 △11,697 △10,237 

制度への拠出額 △2,055 △2,035 

退職給付引当金の期末残高 137,301 141,108 

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
 

当事業年度

(平成30年６月30日)
 

積立型制度の退職給付債務 217,550千円 212,631千円

年金資産 △80,249 △71,523 

 137,301 141,108 

     

退職給付引当金 137,301 141,108 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 137,301 141,108 

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度　20,639千円 当事業年度16,080千円
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（ストック・オプション等関係）

　前事業年度（自　平成28年７月１日　　至　平成29年6月30日）

　ストック・オプションを発行していないため、該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　平成29年７月１日　　至　平成30年6月30日）

　ストック・オプションを発行していないため、該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
 

当事業年度
（平成30年６月30日）

繰延税金資産    

役員退職慰労引当金 4,556千円 6,616千円

退職給付引当金 41,080  42,220

減価償却累計額 1,471  1,200

賞与引当金 8,727  11,596

未払事業税 2,587  478

その他 1,761  2,375

　繰越欠損金 48,507  35,022

繰延税金資産小計 108,689  99,507

　評価性引当額 △52,194  △51,568

繰延税金資産合計 56,496  47,939

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,609  △2,015

圧縮記帳積立金 △56,496  △47,939

繰延税金負債合計 △59,105  △49,954

繰延税金負債純額 △2,609  △2,015

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
 

当事業年度
（平成30年６月30日）

法定実効税率 30.15%   法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しており

ます。

(調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.37  

住民税均等割 0.34  

収用等の特別控除 △0.67  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.06  

評価性引当額 △12.98  

その他 △0.56  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.59  
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（持分法損益等）

　前事業年度（自　平成28年７月１日　　至　平成29年６月30日）

　当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　平成29年７月１日　　至　平成30年６月30日）

　当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　前事業年度（自　平成28年７月１日　　至　平成29年６月30日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

　当事業年度（自　平成29年７月１日　　至　平成30年６月30日）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社では、沖縄県石垣市において遊休地及び賃貸用の事務所を有しております。平成29年6月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は325千円(賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は一般管理費に計上)でありま

す。平成30年6月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は320千円(賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用

は一般管理費に計上)であります。また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次の

とおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 32,835 32,745

 期中増減額 △90 △90

 期末残高 32,745 32,655

期末時価 241,338 268,186

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度末の時価は、主として直近の取得価額及び「固定資産税評価額」に基づき自社で算定した金額に

よるものであります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前事業年度（自　平成28年７月１日　　至　平成29年６月30日）

　当社は、砂糖製造販売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

　当事業年度（自　平成29年７月１日　　至　平成30年６月30日）

　当社は、砂糖製造販売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及び副産物の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高は全て国内のため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額は全て国内のため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

　顧客の名称又は氏名 　売上高 　関連するセグメント名

　三菱商事株式会社 887,532 －

　独立行政法人農畜産業振興機構 595,255 －

 

当事業年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及び副産物の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高は全て国内のため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額は全て国内のため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:千円)

　顧客の名称又は氏名 　売上高 　関連するセグメント名

　三菱商事株式会社 1,017,525 －

　独立行政法人農畜産業振興機構 704,740 －

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自 平成28年７月１日　至 平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年７月１日　至 平成30年６月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自 平成28年７月１日 至 平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成29年７月１日 至 平成30年６月30日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成28年７月１日　至　平成29年６月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
大日本明治

製糖株式会社

東京都

中央区
2,000 砂糖販売

（被所有）

直接　70.9

当社副産物

の販売
糖蜜の販売 3,572 売掛金 1,890

親会社
三菱商事

株式会社

東京都

千代田区
204,447 総合商社

（被所有）

直接　16.3

間接　70.9

当社製品

の販売
粗糖の販売 887,532 売掛金 －

 

当事業年度（自　平成29年７月１日　至　平成30年６月30日）

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
大日本明治

製糖株式会社

東京都

中央区
2,000 砂糖販売

（被所有）

直接　70.9

当社副産物

の販売
糖蜜の販売 3,034 売掛金 1,231

親会社
三菱商事

株式会社

東京都

千代田区
204,447 総合商社

（被所有）

直接　16.3

間接　70.9

当社製品

の販売
粗糖の販売 1,017,525 売掛金 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

上記各社への粗糖及び糖蜜の販売については、市場価格を参考にして決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

三菱商事株式会社（株式会社東京証券取引所に上場）

大日本明治製糖株式会社（非上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

 
１株当たり純資産額 12,542円46銭

１株当たり当期純利益 766円66銭
 

 
１株当たり純資産額 12,688円27銭

１株当たり当期純利益 153円90銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日）

当事業年度
（自　平成29年７月１日
至　平成30年６月30日）

当期純利益（千円） 131,867 26,471

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

普通株式に係る当期純利益（千円） 131,867 26,471

期末平均株式数（株） 172,000 172,000

 

（重要な後発事象）

　平成30年５月17日開催の取締役会において沖縄県と土地売買契約及び物件移転補償契約を締結することが決議

されましたので、平成30年８月に当該契約を締結しております。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社沖縄銀行 3,933 15,948

琉球海運株式会社 2,500 2,500

八重山港運株式会社 85 1,296

小計 6,518 19,745

計 6,518 19,745

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高(千円)

有形固定資産        

建物 514,850 － － 514,850 334,070 10,727 180,780

構築物 621,771 1,684 776 622,679 448,407 20,959 174,271

機械及び装置 3,280,644 51,640 34,342 3,297,942 2,935,938 87,901 362,004

車両運搬具 10,112 1,761 － 11,873 10,258 273 1,614

工具、器具及び備品 113,132 8,866 628 121,370 103,274 6,137 18,095

土地 94,937 － － 94,937 － － 94,937

リース資産 17,430 － － 17,430 15,163 2,490 2,268

建設仮勘定 － 14,646 14,646 － － － －

有形固定資産計 4,652,876 78,596 50,391 4,681,081 3,847,111 128,489 833,970

無形固定資産        

電話加入権 584 － － 584 － － 584

ソフトウエア 27,452 － － 27,452 15,327 4,550 12,125

無形固定資産計 28,036 － － 28,036 15,327 4,550 12,709

　（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置

 

４号効用缶カランドリア改修工事

五重圧搾機：ミルロールシェル（６本）

27,800千円

12,510千円

工具器具備品 かん水ポンプセット 5,750千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

機械及び装置 効用缶（４号カランドリア修繕工事）

五重圧搾機：ミルロールシェル(６本)

22,200千円

10,990千円

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 2,450 1,127 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務(1年以内に返済予定のものを除く) 1,127 － －
－

 

合計 3,576 1,127 － －

　（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

ありません。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 273 401 － － 675

賞与引当金 28,947 38,756 28,947 － 38,756

役員退職慰労引当金 15,228 6,882 － － 22,111

 

 

【資産除去債務明細表】

　　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 149

預金の種類  

普通預金 1,223,819

定期預金 300,000

計 1,523,819

合計 1,523,968

 

②　売掛金

(1）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大日本明治製糖株式会社 1,231

 

 

(2）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)

 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

 

 
 (Ａ)＋(Ｄ) 

 2  

 (Ｂ)  

 365  
 

1,890 768,173 768,833 1,231 99.84 0.74

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

③　貯蔵品

　区分 金額（千円）

補助材料 26,227

作業服 571

合計 26,798

 

④退職給付引当金

区分 金額（千円）

退職給付債務 212,631

年金資産 △71,523

合計 141,108

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 6月30日

株券の種類 壱株券　五株券　拾株券　壱百株券　壱千株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換え  

取扱場所
石垣市字名蔵243番地

石垣島製糖株式会社

株主名簿管理人 －

取次所 －

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 実費相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 沖縄県において発行する八重山毎日新聞

株主に対する特典 該当事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第1項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第56期）（自　平成28年７月１日　至　平成29年６月30日）平成29年９月27日沖縄総合事務局長に

提出

(2）半期報告書

　（第57期中）（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）平成30年３月28日沖縄総合事務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成３０年９月25日  

石垣島製糖株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 くもじ監査法人  

 

 業務執行社員  公認会計士 糸村　和哲　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている石垣島製糖株式会社の平成２９年７月１日から平成３０年６月３０日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石垣島製

糖株式会社の平成３０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 
　（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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